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三大都市圏でも公共交通利用のシェア減少へ（全国PT）



地方都市圏 休日 で見れば・・・・ （全国PT）





活気がなくなる中心市街地



公共交通に望みないの？

• NO:
日本のやり方が
まずいだけ



海外での成功例が多いのは周知のとおり
（写真はストラスブール）







公共交通利用促進のために
できることはたくさんある

• スランスで９月末に毎年実施されるカーフ
リーデーの例から （ナント）













自発的に行動するだけで
効果あるの？

• 福山市の自発的ノーマイカーデーのケー
スから（モビリティ・マネジメントの一環）

市民・企業が協力が得られると ・・・



福山都市圏交通円滑化総合計画とキャンペーンの主旨福山都市圏交通円滑化総合計画とキャンペーンの主旨

〇福山市中心部への流入部では、
朝ピーク時に交通渋滞が発生

朝の通勤時間帯に発生する交通渋滞



福山都市圏交通円滑化総合計画とキャンペーンの主旨福山都市圏交通円滑化総合計画とキャンペーンの主旨

代表交通手段構成(通勤目的)
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ノーマイカーデー実施概要ノーマイカーデー実施概要

＜実施目的＞＜実施目的＞ ＜実施概要＞＜実施概要＞

実施主体 福山都市圏交通円滑化総合計画推進委員会

実施日 2003年10月28日(火)～30日(木)の３日間

対象者 マイカー通勤者

参加募集方法 ○主要企業へのモニター登録依頼
・主要企業（従業員概ね50人以上）への

協賛企業募集
・協賛企業従業員へのモニター登録依頼

○広報紙等による一般公募

参加効果等の
把握

・アンケート調査による施策評価・課題抽出
・主要渋滞ポイントにおける朝ピーク時の渋

滞長・所要時間の観測

参加メリット ・協賛企業名をＰＲポスターに掲載
・モニター登録者には記念品を進呈
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＜参加者＞＜参加者＞

＜ノーマイカーデー＞＜ノーマイカーデー＞

＜時差出勤＞＜時差出勤＞

＜相乗り＞＜相乗り＞
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●ノーマイカーモニター登録者数は、２,７４９名。

モニター区分
モニター調査票配布数

（枚）

モニター調査票回収数

（枚）

モニター登録数

（人）

協賛企業

（17社）
３,３８８ ２,５１０ １,９９５

一般公募 ３０１ ３０１ ３０１

官公庁等 １,００６ １,００６ ４５３

合 計 ４,６４５ ３,８１７ ２,７４９

モニター登録者数モニター登録者数



参加者内訳

変更した
1,806人

時差出勤
2,260人

相乗り
772人

［参加者３日間合計］

10月28
（火）

10月29
（水）

10月30
（木）

合 計

変更した 603 629 574 1,806

時差出勤 769 752 739 2,260

相乗り 255 262 255 772

計 1,627 1,643 1,568 4,838

●日当り平均約１,６００人が参
加し，３日間で延べ４,８３８

人の参加者があった。

合 計

４,８３８人

参加状況参加状況
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福山都市圏における渋滞緩和効果福山都市圏における渋滞緩和効果

福山市内へ流入する方向での状況福山市内へ流入する方向での状況

＜福山市内流入方向の合計＞
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変更後：自転車・徒歩が半数以上あり，鉄道・路線バス
の利用は３割程度

変更後の利用交通手段変更後の利用交通手段

283（12.7％）

6（0.3％）

33（1.5％）

330（14.9％）

353（15.9％）

498（22.4％）

716（32.3％）

無回答

タクシー

企業バス

路線バス

鉄道

徒歩

自転車

変更後の利用交通手段（３日間合計）変更後の利用交通手段（３日間合計）

単位：人

回答総数＝２,２１９回答
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6 7 7人(12％)

83 1人(15％)

85 6人(15％)

1, 3 4 3人(24％)

37 9人(7％)

35 7人(6％)

33 6人(6％)

254人(4％)

228人(4％)

16 6人(3％)

242人(4％)

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800

11.無回答

8.環境問題に対する意識が低く、実施より教育の方が必要だ。

3.このような取り組みを契機に、子どもたちにも環境の大事さを教えられる。

9.参加者がそれほど多く望めない状況では、効果が期待できない。

1.たった数日でも、環境に対する意識が変わった

6.たった数日の実施だけで効果があるとは思えない。

7.環境改善に効果があったかどうか確認することができない。

10.各人各様の生活スタイルがあるので、統一的に実施することはむずかしい。

4.最初は参加者が少なくとも、取り組むことが大事である。

5.みんな一様ではなく、個人で変えられるところから変えていけば良いと思う。

2.すぐに効果が出るものではないので、継続性が大事だと思う。

回答総数＝５,６６９回答

ノーマイカーデーに対する意識調査ノーマイカーデーに対する意識調査



自発的行動変容を支える都市
のかたち

• 地方都市は「持続可能な交通」の実現に
苦慮。

• なぜなら都市の構造自体が自動車向きに
できてしまっているから。

• どのように変えていけばよいのか？



コンパクトシティ

しかし、言語明瞭意味不明

むしろ、都市計画担当者の方より、運
輸政策担当者の方から解説を求められ
ることが多い。



• 生態学者の定義、建築学者の定義、な
ど多々 （一致しない）
→配布記事参照（分野間の議論のため
のプラットフォームとしては最適な概
念）：都市のダイエット

＞個人的に用いている定義：交通環境負
荷（燃料消費量）を下げる都市構造
（→これだとごまかせない）＝公共交通
利用や徒歩・自転車移動を増やす構造

定義はあるの？



コンパクトな都市構造イメージ
（Thomson→実はコンパクトシティ研究とは直接関係なし)



その嚆矢（今の考え方と異なる）(1973 Dantzig,Saaty)



なぜ今？
→ コンパクトでない都市のデメリット

が目立ってきたから



これだけ異なる交通環境負荷
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わが国の都市：人口密度と一人当たりガソリン消費量の関係
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谷口・村川・森田 1999 日本都市計画学会論文集より



コンパクト（高密）なだけが重要？

被説明変数：一人当たりガソリン消費量
調整済R2：0.815

項目 ｔ 値 項目 ｔ 値

人口密度 －３．５４ 都計道延長 ２．８１

駅数 －２．８９ 戦災都市 ４．２３

京阪神 －４．８４ 中規模県庁 ３．８２

港湾都市 －４．１８ ２次従業率 ２．３６

東京圏 －２．５３ 北関東 ２．０４

城下町 －０．６５ 宅地化度 ０．９５



Sandbiller and Frust: Flug über die Region Karlsruhe, Silberburg-Verlag, 2006.





















公共交通利用促進効果を高めるため、
都市構造コントロール策は重要

（EUのコンパクト化関連政策から）



ＩＵＰＥＡ国際研究グループ （代表Oxford：マイク・ジェンクス）



取り組みの経緯

１）90年代に研究：都市スケールでの行動定量分析

２）各学会で特集号、特別セッション

2001：不動産学会(都市コンパクト化を考える）、

2002：交通工学（コンパクト市街地と都市交通）、

：計画学（コンパクトシティの光と影）他

2005：モビリティ・メネジメントの手引き、出版

３）国、地方などへ働きかけ

2001：コンパクトな都市構造のあり方検討開始

2002：政令指定都市 連絡協議会

2003：国土交通省でPRパンフ

（2005：公共交通利用促進マネ協）

2007.7：社会資本整備審、第２次答申



用語濫用の時代へ？

その「意味不明確」なところに乗じる？様々な動きが発
生。

• これってコンパクトシティでしょ。ウンと言って。
• 水はかけたくない。けどひどいのもある。
• コンパクトシティ代表事例は実はコンパクトでない。
（公共交通促進策と明確に連動していないものもある）

• 真に持続可能な交通（EST)構築に貢献しているか？

• チェックが必要！！



よくあるパターン
(ある省の委員会報告書から）



注意が必要なポイント

１）ESTの観点が弱い

２）客観統計が市レベル(粗い）でしかない

３）商業立地の問題のみに矮小化

４）住まい方、暮らし方、移動の仕方全般の
問題として捉える必要あり



住宅地（住区レベル）住宅地（住区レベル） 2020～～3030haha程度程度

市レベル市レベル
香港市を丸ごと
新しくつくれるわ
けではない

＝土地利用コントロールスケール、駅勢圏スケール、プロジェクトスケール

タウン（まちか
ど）スケール



TYPE ATYPE A
自動車燃料消費量自動車燃料消費量

（（11人人11日）日）

1221.31221.3 cccc

低住 13.0 商業 0.0

高住 10.5 準工 5.1

住居 25.2 工業 8.1

近商 0.8 調整 37.3

用途区域面積割合（％）

人口密度(人/ha) 27.8

都心からの距離
(km)

7.1

駅からの距離(km) 3.0

列車本数(本/日) 117.4

基盤整備率(％) 20.0

バス停密度
(箇所/100ha)

3.4

立地条件・整備状況

自動車燃料消費量自動車燃料消費量

（（11人人11日）日）

1221.31221.3 cccc

TYPE ATYPE A



TYPE LTYPE L
自動車燃料消費量自動車燃料消費量

（（11人人11日）日）

441.4441.4cccc

低住 0.0 商業 88.7

高住 0.0 準工 0.0

住居 6.1 工業 0.0

近商 1.9 調整 3.3

用途区域面積割合（％）

人口密度(人/ha) 131.3

都心からの距離
(km)

0.8

駅からの距離(km) 1.8

列車本数(本/日) 248.1

基盤整備率(％) 83.0

バス停密度
(箇所/100ha)

19.6

立地条件・整備状況

自動車燃料消費量自動車燃料消費量

（（11人人11日）日）

441.4441.4 cccc

TYPE LTYPE L



使用データ：全国都市パーソントリップ調査（全国PT）

1都市360世帯
回収：25,009世帯、670,67人(回収率82.8)
平成4年10月の平日一日のデータ
各都市30住区ランダムサンプル、人口比配慮
市街化区域内

①人口2万人の日光市から300万人の横浜市まで、
性格の多様な78都市を完全にカバーするよう設計

②その中で各都市から住民基本台帳人口をもとに
約30地区（町・丁目レベル）をランダムサンプリング

ＥＳＴに対応した地区、しない地区
「ありふれたまちかど図鑑」 （１９９６住区を対象）から

ＬＲＴ等：路面電車、新交通も含む
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CM22

CM１

LRT等整備率 -0.41 *

鉄道整備率 -0.55

相関係数凡例

分析結果1（CM：大都市圏中心都市）
：自動車燃料消費量とLRT等・鉄道整備率の関係

全体的に公共交通の整備が充実しており、鉄道に加えてLRT等が整
備されることによって、より一層 自動車利用を減少させることができる

全体的に
自動車燃
料消費量
が少ない

特にLRT等整備率が高いほど
自動車燃料消費量が少ない
C
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S
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C
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L
L

全体的に鉄道
整備率が高い
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SM36

SM１

SM6

LRT等整備率 -0.13

鉄道整備率 -0.32

相関係数凡例

分析結果2（SM：大都市圏衛星都市）
：自動車燃料消費量とLRT等・鉄道整備率の関係

LRT等整備率が高い
住宅地タイプが多い

LRT等整備率、鉄道整備
率ともに高いにもかかわ
らず自動車燃料消費量
が多い住宅地タイプも

大都市圏衛星都市では大都市圏中心都市ほど都心部に
求心力がなく、都心部から遠い郊外部にも都市域が拡大
→LRT等整備率が高くても自動車でなければ不便な状況
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CL40

CL１
LRT等整備率 -0.48 **

鉄道整備率 -0.33 *

相関係数凡例

分析結果3（CL：地方中心都市）
：自動車燃料消費量とLRT等・鉄道整備率の関係

LRT等整備率が高いほど自
動車燃料消費量が少ない

LRT等が整備さ
れているにもか
かわらず自動車
燃料消費量が
多い住宅地タイ
プがCM,SMより

多い

全体的に鉄道
整備率が低い

全体的に鉄道整備率が低くLRT等の整備が有効である傾向が見られる一方、
SMよりもさらに都市の拡散が進行しており、LRT等整備率が高い住宅地タイプ

でもLRT等があまり利用されず自動車利用量が多いものも
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LL37

LL1
LRT等整備率 0.00

鉄道整備率 -0.31

相関係数凡例

分析結果4（LL：地方都市）
：自動車燃料消費量とLRT等・鉄道整備率の関係

LRT等が整備
されている都
市が全くない

自動車に非常に依存した交通行動をしているために採算性の問題等から
公共交通の整備が十分でなく、それに伴い自動車利用量が増加（悪循環）

鉄道整備率も
非常に低い

全体的に自動車燃
料消費量が多い
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いくつかの試みや事例から

交通や都市計画の担当者がしっ
かり考え、発言することが一番大
切。



明確な計画：ブレスト市（仏）のトラム整備と土地利用計画



「取り引き」の
発想も

（英国：PTAL指標)



ストラスブール
大規模SCの

ケース



土地利用抑制行った上で、
交通施設につなげることに価値を

谷口、都市計画論
文集No.27、1992.



公共交通利用促進＋都市構造改善
セットで成功した例

・・・環境にやさしく、まちを元気に・・・・

悪い事例として紹介した米国の都市でも
方向転換が・・

最近のデンバー都市圏の事例から



デンバー都市圏ショッピングセンター分布

（出典：大阪産業大学 樋口忠成教授資料より）



















往時のシンデレラシティ









Westminster Mall, Denver





ついに廃業も、

1971年開業のバッキンガムスクエア・ショッピングセンター









①非車依存
ホワイトカラー

②非車依存
ブルーカラー

⑤非車依存
非就業者

⑥非車依存
高齢者

③非車依存学生

行動群の概要 非車依存行動群

就業者が多く含まれている

主婦・無職
全体の９７％



⑦車依存就業者
公共交通併用

⑧車完全依存
就業者

⑨車依存
女性就業者

⑩車依存
非就業者

行動群の概要 車依存行動群

短距離では自動車利用
長距離では公共交通利用

勤務先から販売などに
向かうトリップが多い

１０分以下の移動にもかかわらず
自動車利用をしている人が多い
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⑩車依存非就業者

⑨車依存女性就業者

⑧車完全依存就業者

⑦車依存就業者公共交通併用

⑥非車依存高齢者

⑤非車依存非就業者

③非車依存学生

②非車依存ブルーカラー

①非車依存ホワイトカラー

一人当たり平均歩行量　（歩／日）

徒歩 自転車 公共交通 バス 二輪車系 自動車系

行動群と移動歩行量の関係



モニター募集

TFP群 ８５人

制御群 ２７人

制御群TFP群

健康歩行量TFP調査の流れ

歩行量診断カルテ作成

最終調査結果郵送

第１回説明会

１回目調査（事前調査） 平日の２日間

２回目調査（事後調査） 平日の２日間

第２回説明会

２月下旬
~３月上旬

４月上旬

４月中旬

５月下旬

２月下旬

２００６年
２月上旬 日常生活における歩行量を万歩

計により、交通行動・活動内容ご
とに計測（歩行量実態調査）

行動プラン票回収



月 日

１．午前

２．午後

　１．午前

　２．午後

１．午前

２．午後

１．午前

２．午後

１．午前

２．午後

１．午前

２．午後

１．午前

２．午後

1

表１より番号を選んで
記入して下さい出

発
地

１．自宅（①の住所と同じ）

　0　歩①起床時間 　　　　　時　　　　　分

　　　　　　　歩

⑤万歩計の
数値

施設から出た時に確
認してください

　　　　　　　　　　　　　　　　歩

　（　　　　）番

乗換地点の万
歩計の数値は

乗換地点の時刻は

　　　時　　　分

利用された交
通手段の種類

次に何を

次に何を

　（　　　　）番
　　　　　　　歩

　（　　　　）番
　　　　　　　歩

次に何を 　（　　　　）番
　　　　　　　歩

　　　時　　　分

⑥利用された

　　交通手段

はじめに何を 　（　　　　）番

　　　時　　　分

　　　時　　　分

　　　時　　　分

　（　　　　）番
　　　　　　　歩

トリップ番号

　　　　　　時　　　　　　分
④出発の

時刻

２．自宅以外
②出発地

③出発地の

施設の種類
（　　　　　　　　）番

移
動
中
の
行
動

次に何を

次に何を

　１．午前

　２．午後

⑧到着地の 表１より番号を選んで
記入して下さい

（　　　　　　　　）番

⑩万歩計の
数値

施設に着いた時に確
認してください

　　　　　　　　　　　　　　　　歩

⑨到着の
時刻

⑦到着地
１．自宅（①の住所と同じ）

到
着
地

２．自宅以外

　　　　　　時　　　　　　分

　施設の種類

⑪ そこへ行かれた表３より番号を選んで
記入して下さい

（　　　　　　　　）番
目的の種類

歩行量調査調査票
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徒歩 自転車 公共交通 二輪車系 自動車系

割
合

（
％

）

1回目　N＝81
2回目　N＝79

１回目調査 ２回目調査

通勤における代表交通手段割合の変化

歩行量増加＋自動車利用の削減効果も得られる



リードするのは誰？
そしてさらにどう変わる？

• 国 ？

• 地方自治体

• 市民 ？？

• 研究者 ？？

cf. ・なぜそうするのか、説明が求められる

（専門的知識の必要性）



行政の交通政策担当者

＝ 新しい都市生活・移動生活の常識に関
するメッセンジャー(伝道師）

・・・・世の中は結構激しく変化している

市民がサポートしてくれる時代が来る？

マナー、モラルがかわっていく







地球環境と中心市街地の

ため、クルマの乗りすぎ

に注意しましょう



拡がって住むことは、地球環境
とあなたのまちを損ないます。



ご清聴有難うございました。
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